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In order to carry out self-evacuation when sediment disasters occurrence risk, it is necessary to establish a 
self-evacuation system to the local community from normal periods. In this research, we did activities that the 
local residents themselves measure rainfall at Ansyu Elementary School District, Yamashina, Kyoto. As a result, 
the self-evacuation system in the local community was fostered, and it came to the establishment of a 
self-evacuation shelter. Finally, we conducted evaluate proposing system based on protection-motivation theory.   
 
１．はじめに 
土砂災害から人的被害軽減のためには、地域住

民による自主避難が有効である。自主避難できる

コミュニティとは、片田らの提唱をもとに①地域

住民に高い防護動機が備わっていること、②地域

コミュニティに避難できる体制が整っていること

と定義した[1]。 
石塚らは斜面崩壊のメカニズムに応じた情報を

可視化して伝えることが避難に対する動機づけに

なると述べている[2]。 
そこで、本研究では、これまで見ることができ

なかった土砂災害に関連する気象・環境データを

情報システムにより可視化できるようにする。そ

して、そのデータを用いてリスク・コミュニケー

ションを行うことで、自主避難できるコミュニテ

ィをつくることを検討した。 
本発表では、防護動機理論に基づいたシステム

の評価を行う。 
 

２. 提案システムとこれまでの取り組み 
提案システムの概要を図-1 に示す。計測する地

域内の気象・環境データとして、急傾斜地におけ

る土壌水分量と地域内の雨量を計測する。対象と

する自然現象を斜面崩壊の中で、ほとんどを占め

ている表層崩壊とし、基盤の上に載る土壌の中の

水分量と現在降っている雨量が大きな要因である

ためである。また、地域住民自らが雨量を計測に

取り組む。それら計測したデータを用いてリス

ク・コミュニケーションを実施する。 
京都市山科区安朱学区を対象にシステムの導入

を実施した。以下が地域での取り組みである。 
2017 年7 月10 日 
第1 回懇談会で本取り組みについて説明。 
2018 年4 月21 日 
簡易雨量計作製ワークショップを開催し、約30 
人の住民が参加。GW 明けから計測開始。結果は

メールまたはチャットのグループで報告すること

とした。 
2018 年5 月18 日 
安朱小学校に簡易雨量計（気象庁認可）を設置 
し、時間雨量の計測を開始。 
2018 年6 月1 日 
IoT デバイスを地域の渓流源頭部に設置し（図 
-1）、土壌水分量の計測を開始した（なお、土壌

水分量データは地域には公表していない）。 
2018 年7 月5,6 日 
平成30 年7 月豪雨災害時、土壌水分量の飽和度

80%以上となる（これまでの降雨では飽和度70%
が最大、図-2）。チャットのグループで既往最大

であることを伝えると自主避難を希望する地域住

民が現れた。しかし、当時、避難所の鍵を持つ自

治会防災担当者はグループに参加しておらず、避

難所は開設されなかった。また、両者とも区役所

に避難に関して問合せており、行政依存意識があ

ることが確認された。 
2018 年7 月15 日 
第2 回懇談会では、これまでの計測雨量と土壌水

分量について解説。体制づくりの必要性（自主的

に避難所を開設する基準など）について議論がな

された。 



2018 年9 月30 日 
台風24 号では、台風21 号が激しかったこともあ

り、防災担当者が主導となって避難所を自主的に

開設。合計4 人が避難。 
 
３. 防護動機理論 
これら取り組みを実施した後、防護動機理論に

基づいてシステムの評価を実施した。防護動機理

論とは、健康リスクへの個人の対象行動を説明す

る理論である防護動機理論における概念である。

具体的には、防護動機理論とは、リスク回避・軽

減行動を分析するための心理モデルであり、脅威

評価と対処評価によって「防護動機」が形成され

ると仮定している。そして、「防護動機」が高いほ

ど「防護行動」を実践するとされている。 
柿本らは、この理論をもとに既往研究から個人

の減災行動を説明する他の諸要因を抽出し、社会

人口統計学的要因、地理的・空間的要因、経験、

信頼ならびにコミュニケーションの５つに分類し

た[3]。以下の図は、防護動機理論に基づく減災行

動意図と減災行動モデルの枠組みを示している。

そして、災害避難に対する防護動機を高めるため

には、脅威評価の要因である被害想定の深刻さ、

災害の危険性と対処評価の要因である自己効力感、

避難所生活の不快さを高くすることが効果的であ

ることが示されている。 
そして、本研究では、要因の一つであるコミュ

ニケーションのことをリスク・リテラシーと置き

換えた。 
 

４. リスク・リテラシー 
リスクリテラシーとは、楠見によると(a)リスク

に関わる情報をマスメディアなどから獲得し，理

解する能力，(b)リスクの低減に関わる政策や対処

行動の理解，(c)リスクに関わる意思決定や行動で

ある。リスクリテラシーは，科学リテラシー、数

学的リテラシー（ニューメラシー）およびメディ

アリテラシーによって支えられている[4]。 
リスク・リテラシーには、食品リスクリテラシ

ー、放射能リスクリテラシー、環境リスクリテラ

シーなどの対象領域ごとのリスクリテラシーが存

在し、それらを計測する研究がなされている。し

かしながら、災害・防災に関するリスクリテラシ

ーを計測する研究は未だ存在しない。そこで本研

究では、自主避難に関与するリスク・リテラシー

のことを自主避難リスク・リテラシーと呼ぶこと

にする。 
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図 1 システムの概要 

 
図 2 平成 30 年 7 月豪雨災害時のデータ推移 


